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エア・バルティックのラトビア建国 100周年の特別
塗装機（筆者撮影）

ソ連時代から残る、今は珍しいラトビア語とロシア語
の通り名の標識（筆者撮影）

　2004年のEUとNATOへの加盟に象徴される
ように、ラトビアにとってこの30年間の最も大
きな変化は、ヨーロッパ諸国の一員に戻ったこ
とであろう。リンケーヴィッチ現外務大臣は「ラ
トビアはもう西と東（ヨーロッパとロシア）の架
け橋ではなく、れっきとした西側の国」ときっ
ぱり語っている。国連はバルト3国の地理的区
分を従来の東欧から北欧に変えた。このことは
バルト3国全体でも話題になり、政治的イデオ
ロギーが未だかすむ“東欧”から脱却し、バル
ト3国の公式の歴史見解としては不本意な“旧
ソ連”というイメージを払拭できたとして評価
された。
　第二次世界大戦中のソ連とドイツの占領を逃
れて、西側に亡命したラトビア人は約13万人い
る。彼らの中にはラトビアの独立回復後にラト
ビアに移住し、政治家になった者もいる。1999
年には、カナダから戻ったヴィーチェ＝フレイ
ベルガが初の女性大統領に就任した。レヴィッ
ツ現大統領も西ドイツから戻り、カリンシュ現
首相はアメリカ生まれアメリカ育ちである。こ
うした“旧西側”出身の政治家の存在は、ロシ
アと距離を置いた外交路線につながっている。
ラトビアは2014年以降のウクライナとロシアと
の対立でウクライナ側を全面的に支持した。
2020年にはベラルーシでの民主派デモを支持
し、IT分野を中心とした同国企業をラトビア国
内に誘致する動きを見せている。
　EUへの加盟により社会のインフラは近代化
され、生活水準は大幅に向上した。加盟直後の
2000年代半ばには、ラトビアに進出していたス
ウェーデン資本の複数の銀行がバブル経済の資
金源となり、高度成長を経験した。2008年には
世界的な金融危機の打撃を受けたが、奇跡的回
復をし、その後は一桁台前半の経済成長率を記
録した。主要な産業は木材加工、食品加工、金融、
ITなどである。2020年の輸出入の取引先は、7

割以上がEU諸国である。
　一方で、他のEU新規加盟国同様の問題も抱
える。まずは物価の上昇である。2014年のユー
ロの導入後は特にそれが顕著である。労働力の
流出も由々しき問題で、アイルランドやドイツ
など他のEU諸国、イギリスやノルウェーなど
へ出稼ぎに行く者が増えた。出生率自体の低下
もあるものの、2000年に約238万人だった人口
は、2020年には約190万人に減少した。2000年
からは毎年1万人以上が、2008年の経済危機以
降は毎年1万5000人前後が他のEU加盟国に移住
している。
　ヨーロッパの境界にあり、バルト3国の中心
に位置することから、ラトビアはその地の利を
活かし、ヨーロッパとロシア・アジアの物流の
中継地としての役割を果たしてきた。伝統的に
はリーガ港を中心とした3つの不凍港が有名で
あるが、この10年で発展が目覚ましいのが航空
である。格安航空会社ではあるものの国営のエ
ア・バルティックが、ヨーロッパの都市や旧ソ
連諸国の主要都市を結んでいる。ラトビアの航
空会社ではあるが、エストニアのタリン空港と
リトアニアのヴィリニュス空港を準ハブ空港と
して他の都市に就航し、社名の通りバルト3国
を代表する航空会社へと成長した。ハブ空港の
リーガ空港も、バルト3国最大の空港である。
鉄道では、バルト3国をヨーロッパの鉄道網に

組み込むRail Balticaと呼ばれる計画があり、
2026年までにフィンランドのヘルシンキからバ
ルト3国を経てポーランドのワルシャワが結ば
れる予定である。
　この30年の大きな変化には言語の問題もあ
る。2020年のラトビアの人口の民族構成は、ラ
トビア人が62.5%、ロシア人が24.7%、ベラルー
シ人が3.1%、ウクライナ人が2.2%、ポーラン
ド人が1.9%となっている。1935年にはラトビ
ア人が75.5%、ロシア人が10.5%であったが、
ソ連時代には粛清や流刑によるラトビア人の減
少に加え、ソ連の中でも工業化が進んでいたラ
トビアにソ連各地から労働力が流入した。その
多くはロシア人であったが、民族的には多様で
あった。そのため、彼らを“ロシア人”として
括ることは不適切であることから、彼らの共通
項である母語のロシア語に従って、“ロシア語
系住民”と一般に呼ばれる。ソ連時代には彼ら
はラトビア語の知識を必要としなかった。しか
しラトビアの独立回復後、ラトビア語が唯一の
国家語になってから彼らをとりまく状況は大き
く変わった。ラトビアでは、民族の問題よりも
言語に関する問題が頻繁に政治化されている。
　旧ソ連諸国におけるロシア語やロシア語系住
民に対する対応は国によって様々であるが、バ
ルト3国、中でもラトビアはロシア語系住民に
対して一際厳しい言語政策を続けてきた。独立
回復時には、ソ連による占領が始まったとされ
る1940年6月17日以降にソ連の地域から移住し
てきた者とその子どもに対して、市民権を自動
的に与えず、帰化手続きを課した。この帰化手
続きには憲法と歴史、ラトビア語などの知識が
問われる。市民権を有していない者は非市民
（non-citizens）と呼ばれ、参政権や特定の職業へ
の就労が制限される。1996年には非市民は人口
の約27%にも及び、2019年1月現在でも11.1%
が非市民である。手続きが簡略化されても非市
民で居続ける理由は様々である。積極的な理由
としては、非市民の地位に満足していること、
ロシアがラトビア国籍の非市民に対してはビザ
なしの入国を認めているため、非市民である方
が好都合であることなどが挙げられる。消極的
な理由としては、ラトビア語の習得が難しいこ

と、ラトビアで生まれ育ったのに“市民”にな
るために手続をすること自体が屈辱的であると
いった国家への不信感などが挙げられる。
　国家語に関する法律は、国家語法や消費者保
護法など多岐にわたる。2004年の教育法改正で
は、国立の少数民族学校の科目の6割以上がラ
トビア語で行うこととされた。2019年には新た
な教育法改正が行われ、2022年までに少数民族
学校の10―12年生では民族語と文学の授業以外
はすべてラトビア語で行うこととなり、ロシア
語で教育を行う学校でもロシア語の使用が縮小
されている。こうしたラトビア語の促進は、ロ
シア語で教育を受けた児童がラトビア語による
全国統一試験で不利にならないため、というの
が政府の狙いであるが、一部の保護者や教員か
ら反対の声もあった。ロシア語で歴史を教えて
きたある教師は「ラトビア語でも生徒に面白く
授業ができるかどうか不安」と話す。
　ラトビアは今日まで、国家語であるラトビア
語を通じた多民族社会の統合を推進してきた。
少数派にとって、多数派の言語の知識の義務化
は多数派の文化への強制的な同化にもとられ、
アイデンティティの問題に直結する。ただし近
年は、国家語の知識は納税のように市民が国家
に果たす義務の一つという言説が強まってきて
いる。
　上の世代で、ラトビア語が苦手なロシア語系
住民の多くは社会での疎外感を感じている。そ
れに対して、ロシア語系住民の若い世代はロシ
ア語とラトビア語のバイリンガルであり、二言
語を自由に行き来して生活している。ロシア発
のメディアには日常触れるが、ロシアに行った
ことがない、ロシアに何のゆかりもないロシア

語系住民も珍しくない。この30年の間に彼らは
ロシアのロシア人とはまた違った、ロシア（語）
系ラトビア国民としての新しいアイデンティ
ティを形成しはじめている。
　通り名の表示や看板など、公共空間で可視化
される言語は法律によって統制されているた
め、ロシア語は街中で目にするよりも耳にする
ことの方が多い。民間の経済活動では、ラトビ
ア語とロシア語の2言語でお客の言語に合わせ
てサービスを提供する企業が多い。独立回復後
のラトビア人の若者は自分から学ぼうと思わな
い限りロシア語を勉強する機会はない。それに
対し、ロシア語系住民の若者は母語がロシア語、
ラトビア語は国家語として必ず学ぶため、労働
市場においてロシア語系住民の方が言語的に有
利であるとされる。これに対して、「せっかく
独立回復をしたのに、結局ロシア語を知らない
といい仕事に就けない」という不満がラトビア
人から聞かれる。
　EU加盟後は、医療や理系の分野を中心とし
て、EU内外からの留学生の数が増加した。英
語による授業を受けられること、学費が比較的
安いこと、EUの高等教育機関の卒業資格など
が留学の魅力である。国の規模が小さく、ほと
んどの大学は国立であるが、ロシア語による授
業を提供する私立の大学もある。ロシア語も日
常生活で広く通じることから旧ソ連圏からの留
学生も多い。
　この30年間で、キリスト教やキリスト教到来
以前の自然宗教の伝統も復活した。太陽を尊ぶ
異教の伝統が色濃く残る夏至祭は、ソ連時代に
は公式に祝われることはなかったが、現在は国
民の休日である。冬至はキリスト教のクリスマ
スとして祝われるが、丸太引きによる厄払いや
仮装祭りといった異教の要素も残る。
　ソ連時代とは違った重みを持つ文化行事とし
て、歌と踊りの祭典がある。まだロシア帝国時
代であった1873年から今日まで続き、ユネスコ
の世界無形文化遺産に登録されている。この祭
典は、エストニアとラトビアでは5年に一度、
リトアニアでは4年に一度、各国で行われてい
る。この祭典は“合唱フェスティバル”のよう
な気軽な行事ではなく、ラトビア人によるラト

ビア人のための民族の祭典である。最大の目玉
は最終日の歌のクロージングコンサートで、1
万3000人もの歌い手が野外ステージ上で合唱を
歌う。合唱の演目は、民謡を編曲した合唱曲や
愛国的な曲が多い。歌い手は合唱団ごとに、そ
の地方に伝わる伝統的な民族衣装を着ている。

　元々合唱文化は、バルト地域の支配階級で
あったドイツ人が18世紀にもたらした文化で
あった。当時のラトビア人の知識階級は、人を
団結させる力を持つ合唱に目を付け、民族意識
の高揚に利用した。その後ドイツ語圏では合唱
文化は下火となったが、バルト3国、中でもエ
ストニアとラトビアでは今日まで合唱が民族団
結の象徴的役割を担っている。ソ連時代には当
局による演目の検閲により民族色は薄められた
ものの、祭典の開催の伝統は途絶えることなく、
ソ連の文化政策により合唱活動自体は奨励さ
れ、合唱文化自体が廃れることもなかった。ソ
連からの独立宣言後に初めて行われた1991年の
祭典では、ソ連時代に演奏が禁止されていたラ
トビア国歌が演奏された。2018年の祭典はラト
ビア建国100周年とも重なり、盛大に祝われた。
商業化やショー化などの問題はあるが、歌と踊
りの祭典はロシア語系住民が多い国内で、また
ヨーロッパや世界で、ラトビア人が民族の独自
性を確認、維持していくために今後も欠かせな
いものであり続けるだろう。

（ほりぐち　だいき　京都大学／ラトビア語学、ロシ
ア語学）

堀口  大樹
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民族衣装を着た歌の祭典の参加者たち（筆者撮影）
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は多数派の文化への強制的な同化にもとられ、
アイデンティティの問題に直結する。ただし近
年は、国家語の知識は納税のように市民が国家
に果たす義務の一つという言説が強まってきて
いる。
　上の世代で、ラトビア語が苦手なロシア語系
住民の多くは社会での疎外感を感じている。そ
れに対して、ロシア語系住民の若い世代はロシ
ア語とラトビア語のバイリンガルであり、二言
語を自由に行き来して生活している。ロシア発
のメディアには日常触れるが、ロシアに行った
ことがない、ロシアに何のゆかりもないロシア

語系住民も珍しくない。この30年の間に彼らは
ロシアのロシア人とはまた違った、ロシア（語）
系ラトビア国民としての新しいアイデンティ
ティを形成しはじめている。
　通り名の表示や看板など、公共空間で可視化
される言語は法律によって統制されているた
め、ロシア語は街中で目にするよりも耳にする
ことの方が多い。民間の経済活動では、ラトビ
ア語とロシア語の2言語でお客の言語に合わせ
てサービスを提供する企業が多い。独立回復後
のラトビア人の若者は自分から学ぼうと思わな
い限りロシア語を勉強する機会はない。それに
対し、ロシア語系住民の若者は母語がロシア語、
ラトビア語は国家語として必ず学ぶため、労働
市場においてロシア語系住民の方が言語的に有
利であるとされる。これに対して、「せっかく
独立回復をしたのに、結局ロシア語を知らない
といい仕事に就けない」という不満がラトビア
人から聞かれる。
　EU加盟後は、医療や理系の分野を中心とし
て、EU内外からの留学生の数が増加した。英
語による授業を受けられること、学費が比較的
安いこと、EUの高等教育機関の卒業資格など
が留学の魅力である。国の規模が小さく、ほと
んどの大学は国立であるが、ロシア語による授
業を提供する私立の大学もある。ロシア語も日
常生活で広く通じることから旧ソ連圏からの留
学生も多い。
　この30年間で、キリスト教やキリスト教到来
以前の自然宗教の伝統も復活した。太陽を尊ぶ
異教の伝統が色濃く残る夏至祭は、ソ連時代に
は公式に祝われることはなかったが、現在は国
民の休日である。冬至はキリスト教のクリスマ
スとして祝われるが、丸太引きによる厄払いや
仮装祭りといった異教の要素も残る。
　ソ連時代とは違った重みを持つ文化行事とし
て、歌と踊りの祭典がある。まだロシア帝国時
代であった1873年から今日まで続き、ユネスコ
の世界無形文化遺産に登録されている。この祭
典は、エストニアとラトビアでは5年に一度、
リトアニアでは4年に一度、各国で行われてい
る。この祭典は“合唱フェスティバル”のよう
な気軽な行事ではなく、ラトビア人によるラト

ビア人のための民族の祭典である。最大の目玉
は最終日の歌のクロージングコンサートで、1
万3000人もの歌い手が野外ステージ上で合唱を
歌う。合唱の演目は、民謡を編曲した合唱曲や
愛国的な曲が多い。歌い手は合唱団ごとに、そ
の地方に伝わる伝統的な民族衣装を着ている。

　元々合唱文化は、バルト地域の支配階級で
あったドイツ人が18世紀にもたらした文化で
あった。当時のラトビア人の知識階級は、人を
団結させる力を持つ合唱に目を付け、民族意識
の高揚に利用した。その後ドイツ語圏では合唱
文化は下火となったが、バルト3国、中でもエ
ストニアとラトビアでは今日まで合唱が民族団
結の象徴的役割を担っている。ソ連時代には当
局による演目の検閲により民族色は薄められた
ものの、祭典の開催の伝統は途絶えることなく、
ソ連の文化政策により合唱活動自体は奨励さ
れ、合唱文化自体が廃れることもなかった。ソ
連からの独立宣言後に初めて行われた1991年の
祭典では、ソ連時代に演奏が禁止されていたラ
トビア国歌が演奏された。2018年の祭典はラト
ビア建国100周年とも重なり、盛大に祝われた。
商業化やショー化などの問題はあるが、歌と踊
りの祭典はロシア語系住民が多い国内で、また
ヨーロッパや世界で、ラトビア人が民族の独自
性を確認、維持していくために今後も欠かせな
いものであり続けるだろう。

（ほりぐち　だいき　京都大学／ラトビア語学、ロシ
ア語学）


